
令和8年度 第１回  自己点検自己評価委員会     令和8年6月29日（月）実施 

 

令和8年度重点目標 

1．新カリキュラムの学生が全員国家試験に合格する 

2．基礎看護学の逆向き設計を成功させる 

 ①学生が状況に合わせた日常生活援助を実施できる 

 ②学生は安全の基本を理解して行動する 

 ③学生は演習に主体的に参加しタイムマネジメントできる 

 ④学生は何が看護で、看護師がなぜそうするのかを説明できる 

3．基礎看護学技術を網羅する。 

4. 大阪府内80％以上、かつ3市3町就職率60％を維持する。 

5. 1年時の科目にGiddensのコンセプトを導入する。 

数値目標 

〇第115回看護師国家試験に全員合格 

〇受験者数が80名以上になる              

〇SNSのリーチ数が毎月1000以上 

〇府内80％以上、3市3町内60％以上の

就職率 

 

 R7. 3月 R8. 6月（中間評価） 

基準１ 教育理念 3.65 3.7 

基準２ 学校運営 3.58 3.4 

基準３ 教育活動 3.55 3.5 

基準４ 学修成果 3.47 3.5 

基準５ 学生支援 3.61 3.5 

基準６ 教育環境 3.69 3.4 

基準７ 学生の募集と受け入れ 3.86 3.7 

基準８ 財務 3.69 3.6 

基準９ 法令案の遵守 3.77 3.7 

基準10 社会貢献・地域貢献 3.78 3.7 

基準11 国際交流 3.67 3.6 
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令和8年度 6月自己点検



 令和8年度 6月までの活動内容と評価 改善案 

基準１： 

教育理念 

3.65 → 3.7 

・DP（ディプロマポリシー）の活用: 6Pを実習目標に

取り入れたことで周知は進んでいるが、教員間の理解

の統一や具体的な指導への活用が引き続きテーマとな

る。 

 

・HP、SNSの投稿の更新を継続する 

・学生へのデプロマポリシー（６P）

を指導に活用し、周知の徹底を図る 

・６Pの評価を社会人基礎力のチェッ

クシートで7月と12月にチェックする 

・教員間の理解の統一化 

基準２： 

学校運営 

3.58  → 3.4 

・ICT・AI活用: 教員用スマートフォンの導入を行った 

在籍学生の状況管理のデジタル化や書類整理・議事録

作成の効率化を図り、教員の業務負担軽減につなげる

ことが課題である。 

・AIを活用した業務の効率化:出席管

理、学籍・授業単位の管理、実習・成

績管理までを一元化・自動統合できる

システムの構築。 

基準３： 

教育活動 

3.55 → 3.5 

・コンセプト学習コンサルタントの導入: 今年度より

外部コンサルタントを招聘し、「領域横断科目」およ

び「看護学入門Ⅱ（クリティカルシンキング）」の授

業改善をスタートした。 

・カリキュラムの過密化: 「Less is More（少ない方

が学びは深い）」の方針を掲げつつも、特に1年生のカ

リキュラムの過密化が指摘され、改善が必要である。 

・学生の主体性を伸ばす教育活動として、3学年、全教

員が参加する自治会が発足した。 

・授業評価の可視化：学内掲示板の運用 

•教育の質の均一化: 長期的な目標と

して、全教員が授業・実習にコンサル

タントの指導を受け、コンセプト学習

の質向上を目指す。 

•指定規則改正を見据えたカリキュラ

ム見直し 

•自治会活動の実行と評価 

•授業評価の教員内での共有 

基準４ 

学修成果 

3.47→3.5 

・国家試験対策プログラムの実施により、合格率は全

国平均水準を維持し、大阪府内においても良好な実績

を継続している。 

・プロフェッショナルアイデンティテ

ィの育成を目指す。 

•夏の国家試験対策、教員間での授業

見学と学習機会 

基準５；

学生支援 

3.61→3.5 

・最新の臨床シミュレーターを導入したので、日常の

演習や講義での活用を増やす必要がある 

・事務部門や実習施設の強力な協力体制のもと、高い

就職決定率を維持している。 

・卒業生の一部において就職初期の環境適応に悩む者

がおり、移行期支援の必要性が確認された。 

・導入した教育用シミュレーターを活

用した演習を増やす。 

・就職初期における卒業生の離職を防

止のための臨床と協力した継続的な

「卒後サポート体制（移行期支援）」

を強化する。 

 

基準６：

教育環境 

3.69→3.4 

・災害訓練の実施や、災害マニュアル等の危機管理体

制の構築は計画通り進行している。 

・教員の積極的な自己研鑽（進学、外部研修等）を推

奨している。 

・基準2に掲げる教務ICT化を強力に推し進め、組織全

体での業務量の最適化と持続可能な職場環境の構築を

目指すことが課題である。 

・後期災害訓練の実施 

・教職員の自己研鑽を組織的に支援す

る。（学習会の継続、コンサルタント

との研修など） 

基準７：

学生の募

集と受け

入れ 

3.86→3.7 

・少子化等に伴う受験生の減少傾向は、本校において

も重要な課題として認識されている。 

・SNSを活用した広報活動は順調に機能しているもの

の、日常の演習や実習シーンのタイムリーな撮影・素

材収集に課題が残る。 

・ホームページ上の重要情報へのアクセス導線が十分

に整理されていない。 

・近隣の小学生を対象とした外部ヒアリングの結果、

看護職そのものに対する初期の興味・認知向上の必要

性が明らかとなった。 

・ホームページの刷新: 外部に依存し

すぎず自律的に管理・更新できる体制

を整え、入試・支援金情報など優先度

の高い情報を最初の画面に効果的に配

置して視認性を高める。 

・広報のシステム化: HP、SNSの投稿

の更新を継続する。役割の明確化とノ

ルマ 

日常の授業予定に合わせて撮影の機会

を計画的に共有する。 

・新規募集ルートの開拓:地域との連

携を深め、家賃補助制度等、充実した

就学環境をアピールする。 



・早期アプローチの強化: 地域の小中

高の学校と連携した授業や、医療機関

への看護職業体験機会の提供等を通じ

て、早期から看護職への理解と親しみ

を持てる活動を計画・実施する。 

基準８：

財務 

3.69→3.6 

・ふるさと納税による外部助成金を効果的に活用し、

健全な財務状況を保っている。 

・ふるさと納税の活用方法と今後の長期的な見通し

を基に長期計画で運営設計する必要がある。 

将来を見据えた財務計画。 

継続して学生の学習環境の改善に努

める。 

基準９：

法令案の

遵守 

3.77→3.7 

・関係法令、設置基準等を厳密に遵守した透明性の高

い学校運営を実施し、定員も充足している。 

引き続き法令案の遵守に努める。 

基準10・

11：社会

貢献・地

域貢献 

3.78→3.7 

3.67→3.6 

・地域貢献活動や、多様な国際交流プログラムが特色

として定着している。 

・他教育機関との合同ディスカッショ

ンや共同プロジェクトの実施。 

・本校の先進的な取り組みを広く社会

へ発信する。 

 


